
 計画の名称
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 計画の期間

 計画の目標

 定量的指標

 対象事業

別記参考様式第１号

別紙のとおり

農山漁村地域整備計画（２）

千葉県の農山漁村における自然災害対策の推進及び森林機能を高度に発揮させるための計画的な森林整備の推進計画
（Ⅳ期）

千葉県

（１）銚子市、市原市、木更津市、君津市、袖ケ浦市、富津市、鴨川市、南房総市、勝浦市
（２）船橋市、柏市、我孫子市、市原市、君津市、富津市、鴨川市、南房総市

令和７年度～令和１１年度（５年間）

（１）大雨等の自然災害から農山村地域の被害を未然に防止するため、治山施設の新設、改修及び点検を行う。

（２）森林の重視すべき機能ごとに適正な森林施業及び路網整備を実施し、森林景観が悪化している森林の整備、
　　間伐等森林整備の推進及び森林資源の維持増進を図ることを目的に、市民の参画による森林整備の推進及び
　　基盤整備による森林施業コストの低減を図る。

（１）林業災害を防止することにより、林業生産の維持及び地域住民の生命財産を守る。
      治山施設等の整備により11.96haの山地災害等の被害を防止。
　　 治山施設点検実施率１００％

（２） 林道開設に伴い、主伐面積7.19ha、間伐面積0.65haの増
　    橋梁、トンネル点検・診断実施率１００％
    　市民参加による森林整備活動者1400人(人／年／ha）及び整備済森林の来訪者240人（人/年/ha）の２０％増



（別紙）

備考

R7 ～ R8
目標
（１）

R8 ～ R9
目標
（１）

R7 ～ R8
目標
（１）

R7 ～ R11
目標
（１）

R8 ～ R11
目標
（１）

R7 ～ R11
目標
（１）

R7 ～ R11
目標
（１）

R7 ～ R9
目標
（２）

R7 ～ R10
目標
（２）

R7 ～ R7
目標
 （２）

R7 ～ R9
目標
（２）

R7 ～ R7
目標
（２）

R7 ～ R7
目標
（２）

R7 ～ R7
目標
（２）

R8 ～ R11
目標
（２）

R8 ～ R8
目標
（２）

R7 ～ R11
目標
（２）

R7 ～ R11
目標
（２）

R8 ～ R11
目標
（２）

R7 ～ R11
目標
（２）

300
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
共生環境整備事業（絆の森整
備事業）

我孫子市
NPO法人

手賀沼森友会
我孫子市 森林整備　2ha

300
総事業費が10億円以下
のため未記入

合計
   （全体事業費）

1,151,500

森林整備事業
共生環境整備事業（絆の森整
備事業）

船橋市、柏市、
我孫子市

千葉県
船橋市、柏

市、我孫子市
 市町村等事業
　　推進一式

13,600
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
共生環境整備事業（絆の森整
備事業）

柏市
NPO法人

手賀沼森友会
柏市 森林整備　11ha 2,300

総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業
共生環境整備事業（絆の森整
備事業）

船橋市
NPO法人

こぴすくらぶ
船橋市 森林整備　62ha

100,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 蓮見沢線 君津市 君津市 橋梁改良１橋 1,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業
渕ヶ沢奥米線
東山線

千葉県 君津市 トンネル改良２基

10,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 南房総市 南房総市 南房総市
トンネル点検８基
橋梁点検１６橋

36,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業 市原市 市原市 市原市
トンネル点検１基

橋梁点検３橋

30,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道点検診断・保全整備事業
市原市
　・君津市
　・富津市

千葉県
市原市
君津市
富津市

トンネル点検１６基 30,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 浜荻線 鴨川市 鴨川市 林道改良　200m

200,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

森林整備事業 林道改良事業 畑塩井戸線 千葉県 南房総市 林道改良　299m 40,000
総事業費が10億円以下
 のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業 戸面蔵玉支線 千葉県 市原市
林道専用道開設

600m

150,000
調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記入

森林整備事業 育成林整備事業 加勢線 千葉県 君津市 林道開設　99m 200,000
H28年度以前に着手し
た地区であるため未記
入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 南部地区 千葉県 鴨川市　外
治山施設点検調査等

一式

30,000
調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 中部地区 千葉県 君津市　外
治山施設点検調査等

一式
150,000

調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記入

治山事業 機能強化・老朽化対策事業 北部地区 千葉県 銚子市　外
治山施設点検調査等

一式

65,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業
予防治山事業（山地災害危険
地区等の調査）

千葉県 千葉県 －
山地災害危険地区調

査一式
30,000

調査及び計画策定等の
ソフト整備のため未記入

治山事業
共生保安林整備事業（生活環
境保全林整備）

長浦 千葉県 袖ケ浦市
管理道 480m
伐採工一式

43,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業 予防治山事業 浜行川 千葉県 勝浦市 法枠工 300m2 60,000
総事業費が10億円以下
のため未記入

治山事業 予防治山事業 萩生 千葉県 富津市
法枠工 400m2

落石防護柵 21.0m

の事業内容 工期 の総事業費 費用対効果

（地区名） （工種及び数量） （千円）

農山漁村地域整備計画（２）の対象事業
事業名 計画期間内 計画期間内

事業型 事業箇所名 事業実施主体 関係市町村



船橋市地区

我孫子市地区

柏市地区

戸面蔵玉支線

市原市・君津市

・富津市

千葉県地区

南部地区

中部地区

長浦地区

共生保安林整備事業

　 予防治山事業

治山施設機能強化事業

凡　　　　　例

農山漁村地域整備交付金対象位置図（2）
千葉県の農山漁村における自然災害対策の推進及び

森林機能を高度に発揮させるための計画的な森林整備の推進計画

浜荻線

共生環境整備事業（絆の森整備）

　 林道点検診断・保全整備事業（点検）

　 林道点検診断・保全整備事業

育成林整備事業（林道）

林道改良事業

凡　　　　　例

大網白里市

萩生地区

市原市

南房総市

蓮見沢線

渕ヶ沢奥米線

東山線

浜行川地区

北部地区

加勢線



１．整備計画名

２．整備計画年度 ：令和７年度～令和１１年度

３．事前評価項目

判定

農山漁村地域整備交付金整備計画における事前評価（２）

項　　　　目 評価の内容

①目標の妥当性

（１）本計画は、近年のゲリラ豪雨や大規模地震等の自然災
害の発生リスクの高まりに対し、本県の農山漁村における自
然災害対策を推進するものであり、千葉県総合計画が掲げる
「災害に強いまちづくりの推進」に寄与するものであることか
ら、本計画の目標は妥当である。

（２）「千葉県総合計画」に則った計画であり、森林の重視すべ
き機能ごとに適切な森林施業及び路網整備を実施し、森林景
観が悪化している森林の整備及び森林資源の維持増進を図
る計画であり、妥当と判断される。

（３）盛土総点検において判明した不備・不具合のある盛土に
ついて、崩落等による人家等へ被害を未然に防止するため、
緊急対策を行うことは、「千葉県国土強靭化地域計画」に則っ
た計画であり、農山漁村の防災・減災対策の推進に寄与する
ものであることから、本計画の目標は妥当である。

○

千葉県の農山漁村における自然災害対策の推進及び森林機能を高度に
発揮させるための計画的な森林整備の推進計画（Ⅳ期）

②整備計画の効果
　　・効率性

（１）本計画は、農山漁村の自然災害を防止することにより、
農林水産業の生産の維持及び地域住民の生命財産を守る
効果があり、計画の実現により11.96haの災害防止効果を得
ることができることから、計画の効果・効率性は高い。

（２）本事業を実施することにより，水源かん養，国土保全，生
活環境保全等機能の確保はもとより，森林の有する諸機能を
総合的かつ高度に発揮させることから有効である。

（３）本事業を実施することにより、農山村における崩落により
人家等への影響が考えられる盛土の被害を未然に防ぐこと
から、本事業は有効である。

○

③整備計画実現
　の可能性

（１）本計画に位置付けられる事業地区は、その施工性や経
済性について、国の技術基準等に基づき検討・設計されてお
り、技術的・経済的にも適当である。
　また、地元受益者の申請等により実施される事業であり、関
係市町村からの負担金の同意も得ていることから、本計画の
実現性は高い。

（２）市町村が策定する森林整備事業計画に基づく事業であ
り、地域住民が主体となった森林整備及び地域住民から早期
の整備要望があった地域での実施であり実現性は高いと判
断される。

（３）地元市から早期の対策を求められた区域で、すでに地権
者の同意を得ており、県が事業主体となって実施することか
ら、本計画の実現性は高い。

○


